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令 和 2年 5月 18日

都 道府 県 医師会担 当理事  殿

日本 医師会 常任 理事

江 澤  和 彦

(公 印 省 略 )

「地域医療介護総合確保基金 (介護従事者 の確保 に関す る事業 )に おけ

る 「管理者等 に対す る雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施 の一部改

正について」 (令 和 2年度補正予算分)の送付について

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、地域医療総合確保基金の管理運営要領の 「介護従事者の確保に関する事

業」における、別記 2の 「管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」に

規定されている事業のうち、 「その他必要な事項については、別に通知に定める

ものとする」とされている事業の実施要綱については、先般、本会より「「地域

医療介護総合確保基金 (介護従事者の確保 に関す る事業 )に おける 「管理者

等に対す る雇用管理改善方策普及 。促進事業」の実施 について」 の送付につ

いて」 (令和2年 4月 20日 付 (介 27))と してご連絡 してお ります。

当該事業については、令和 2年度補正予算 において さらに拡充 され ること

とな り、今般、当該実施要綱が一部改正 され、令和 2年 4月 30日 よ り実施 さ

れ ることとな りま した。主な改正点 としては、介護 ロボ ン トや見守 リセ ンサ

ーの導入 に伴 う補助額の上限の増額や導入台数制限の撤廃、介護事業所 にお

ける ICT導 入費用の補助上限額の引き上げ等が行われてお ります。
つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきます ととも

に、郡市区医師会及び会員の先生方への周知方につきご高配を賜 りますようよろ

しくお願い申し上げます。
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「管理者等に対す る雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施 の一部改正に

ついて
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課長、振興課長通知 )
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各都道府県介護保険主管部 (局)長 殿

厚生労働省老健局高齢者支援課長

(公 印 省 略 )
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地域医療介護総合確保基金 (介護従事者の確保に関する事業)における
「管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施の一部改正

について

「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」 (平成26年 9月 12日 医政発 0
912第 5号、老発 0912第 1号、保発 0912第 2号、厚生労働省医政局
長、老健局長、保険局長連名通知)の別記 2の 「管理者等に姑する雇用管理改
善方策普及・促進事業」に規定されている事業のうち、「その他必要な事項に

ついては、別に通知に定めるものとする」とされている事業については、「地

域医療介護総合確保基金 (介護従事者の確保に関する事業)における「管理者
等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」の実施について」 (令和 2年 4

月14日 老高発0414第 1号、老振発0414第 1号厚生労働省老健局高齢者支援課

長、振興課長連名通知)の別紙により実施されているところであるが、今般、
当該別紙 1及び 2を一部改正し、令和 2年 4月 30日 より実施することとするの

で、御了知の上、管内市町村 (特別区を含む。)、 関係団体、関係機関等に周

知を願いたい。

別紙 1介護ロボット導入支援事業実施要綱
別紙 2 1CT導入支援事業実施要綱
別紙 3介護事業所に対する業務改善支援事業実施要綱



【新旧対照表】地域医療介護総合確保基金 (介護従事者の確保に関する事業)における「管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業」の
実施について (令和 2年 4月 14日 老高発 0414第 1号、老振発 0414第 1号 )

(下線部分は改正部分 )

改正後 改正前

別紙 1

介護ロボット導入支援事業実施要綱

事業の目的

現在市場化されつつある新たな技術を活用した介護ロボットは、介護従

事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護従事者が継続して就労

するための環境整備策として有効である。
これらの介護ロボットは価格が高額であることから、普及促進策とし

て、基金にメニューを設けて、介護環境の改善に即効性を持たせるととも

に、広く一般に介護事業所による購入が可能となるよう先駆的な取組につ

いて支援を行う。

2 対象事業所
介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする。)

3 補助の対象範囲
(1)介護ロボット
次の iか らiitの全ての要件を満たす介護ロボットを導入する際の経費

を対象とする。

i 目的要件
日常生活支援における、①移乗介護、②移動支援、③排泄支援、④見

守り・コミュニケーション、⑤入浴支援、⑥介護業務支援のいずれかの

場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果のある介護ロボット

であること (それぞれの定義については、別添1を参照されたい。)。

ii 技術的要件

次のいずれかの要件を満たす介護ロボットであること。
・ ロボット技術 (※ )を活用して、従来の機器ではできなかつた優位
性を発揮する介護ロボット

別紙 1
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※ ①センサー等により外界や自己の状況を認識し、②これによって
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得られた情報を解析し、③その結果に応じた動作を行う介護ロボッ
ト
日 経済産業省が行う「ロボット介護機器開発 日導入促進事業」 (平成
30年度からは「ロボット介護機器開発 日標準化事業」)において採択
された介護ロボット

iii 市場的要件

販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。
(2)見守り機器の導入に伴う通信環境整備
見守り機器を効果的に活用するために必要な通信環境を整備するた
めの経費として、次のいずれかを対象とする。

(対象経費)
a Wi― Fi環境を整備するために必要な経費
(配線工事 (Wi―Fi環境整備のために必要な有線 LANの設備工事
も含む)、 モデム・ルーター、アクセスポイント、システム管理
サーバー、ネットワーク構築など)
・ 職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効果・効率
的なコミュニケーションを図るためのインカム (デジタル簡易無

線登録型等の Wi―Fi非対応型のインカムを含む。)
※ 既に見守り機器を導入している場合において、見守り機器を
効果的に活用するために必要な通信環境の整備を行う場合も

対象とする。

※ 介護ロボットのメンテナンスに係る経費及び通信に係る経
費は補助対象外とする。

介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入等計画

計画の作成

介護ロボットの導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備を行
う事業者は、介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入等計画を作
成する。

当該計画については、導入後3年間の①達成すべき目標、②導入すべ

き機器等、③期待される効果等を記載することとし、実際の活用モデル

を示すことで他の介護施設等の参考となるべき内容とする。
なお、介護ロボットの導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備
に係る経費いずれについても補助を受ける場合においては、計画は別に
作成することとするが、1計画の中で、上記①から③の計画内容が明確

※ ①センサー等により外界や自己の状況を認識し、②これによって
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得られた情報を解析し、③その結果に応じた動作を行う介護ロボッ
ト
a 経済産業省が行う「ロボット介護機器開発 日導入促進事業」 (平成
30年度からは「ロボット介護機器開発 E標準化事業」)において採択
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なお、介護ロボットの導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備
に係る経費いずれについても補助を受ける場合においては、計画は別に
作成することとするが、1計画の中で、上記①から③の計画内容が明確
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に別に確認できる場合は、 1計画に記載して差し支えない。
ii 導入効果の報告

導入によって得られた効果に関するデータを客観的な評価指標に基
づいて示すこと。

例)介護時間の短縮、直接 日間接負担の軽減効果、介護従事者 (利用
者)の満足度、日々の活用状況が確認できる日誌等を用いるなど他
の介護施設等の参考となるべき内容

補助額等

補助額

補助対象となる事業所ごとに、次に算出された額以内の金額で補助を

行うこととする。

ア 介護ロボットの導入に伴う経費
(7)1機器につき、3(1)に該当する経費の実支出額に各都道府県が設

定した自己負担率を乗じた額、又は3(1)に該当する経費の実支出

額から各都道府県が設定した自己負担額を控除した額を算出する。

(イ)(7)で算出した額と、以下の表の第 1欄に定める介謹里ボットに応

※自己負担率は各都道府県において設定することができるが、事業

所の負担は必ず求めることとする。また、自己負担率を設定せず

に定額補助とする場合には、事業所負担分として各都道府県が定

めた金額を控除することとする。

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経費
(7)1事業所につき、3(2)に該当する経費の実支出額に各都道府県が

設定した自己負担率を乗じた額、又は3(2)に該当する経費の実支

出額から各都道府県が設定した自己負担額を控除した額を算出す

る。

(1)(7)で算出した額と 750万円とを比較して、少ない方の額を補助

額とする。

※自己負担率は各都道府県において設定することができるが、事業

所の負担は必ず求めることとする。また、自己負担率を設定せず

に定額補助とする場合には、事業所負担分として各都道府県が定

1 介護ロボット 2 基準額
移乗支援 (装着型 日非装着型)

入浴支援
100万円

上記以外 30万円

に別に確認できる場合は、 1計画に記載して差し支えない。
導入効果の報告

導入によつて得られた効果に関するデータを客観的な評価指標に基
づいて示すこと。

例)介護時間の短縮、直接 L間接負担の軽減効果、介護従事者 (利用
者)の満足度、日々の活用状況が確認できる日誌等を用いるなど他
の介護施設等の参考となるべき内容

5 補助額等
i 補助額
(新規 )

ア 介護ロボットの導入に伴う経費
1機器につき補助額は 30万円とする。ただし、60万円未満のもの
は経費に 2分の 1を乗じて得た額を上限とする。

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経費
1事業所につき補助額は 150万円とする。ただし、300万円未満の
キ〕の l土絡書に 2 ′タトの 1 弁 じて得た額を上限とするぉ



めた金額を控除することとする。
ii 介護ロボットの導入に伴う1回当たりの限度台数
都道府県が必要と認める台数とする。

iii 介護ロボット導入等計画との関係
3(1)については、¬計画につき、1回の補助とし、3(2)については、
1事業所につき、 1回の補助とする。

6 その他
他の補助金等を受けて導入する介護ロボット及び通信環境の整備につ
いては、本事業における補助の対象とはならないことに留意するととも
に、必要に応じて重複を防止するための確認を行うなど適正な事務処理に
努めること。

例えば、各都道府県労働局における「人材確保等支援助成金 (介護福祉
機器助成コース)」 においては、装着型又は非装着型の移乗介助機器が助
成の対象となる (詳細については、別添 2を参照されたい。)。

ii 介護ロボットの導入に伴う1回当たりの限度台数
利用定員数の 2割の数を限度台数とする。

ili 介護ロボット導入等計画との関係
3(1)については、1計画につき、1回の補助とし、3(2)については、
1事業所につき、 1回の補助とする。

その他

他の補助金等を受けて導入する介護ロボット及び通信環境の整備につ
いては、本事業における補助の対象とはならないことに留意するととも
に、必要に応じて重複を防止するための確認を行うなど適正な事務処理に
努めること。

例えば、各都道府県労働局における「人材確保等支援助成金 (介護福祉
機器助成コース)」 においては、装着型又は非装着型の移乗介助機器が助
成の対象となる (詳細については、別添 2を参照されたい。)。
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月1紙 2

ICT導入支援事業実施要綱

.事業の目的
介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点か

ら、重要な課題であり、 ICT化については、特に介護記録 B情報共有 日
報酬請求等の業務の効率化につながるものである。

また、「未来投資戦略 2018」 (平成 30年 6月 15日閣議決定)において、
「介護分野における ICT化に関しては、介護現場の業務の効率化・生産
性向上の取組と一体として推進し、ICTの導入を促進するための総合的
な対応を検討し、来年度に導入を抜本的に進める」こととされている。

そのため、本事業において、介護事業所における ICT導入を支援する
ことにより、介護分野における ICT化を抜本的に進めるものである。

2 .対象事業所
介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする。)

3.要件等

男u紙 2

ICT導入支援事業実施要綱

.事業の目的
介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点か

ら、重要な課題であり、 ICT化については、特に介護記録 日情報共有・
報酬請求等の業務の効率化につながるものである。

また、「未来投資戦略 2018」 (平成 30年 6月 15日閣議決定)において、
「介護分野における ICT化に関しては、介護現場の業務の効率化口生産
性向上の取組と一体として推進し、ICTの導入を促進するための総合的
な対応を検討し、来年度に導入を抜本的に進める」こととされている。

そのため、本事業において、介護事業所における ICT導入を支援する
ことにより、介護分野における ICT化を抜本的に進めるものである。

2.対象事業所
介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする。)

3.要件等



(1)記録業務、情報共有業務 (事業所内外の情報連携含む。)、 請求業務を
一気通貫で行うことが可能となっている介護ソフトであること (転記等
の業務が発生しないこと)。

また、複数の介護ソフトを連携させることや、既に導入済みである介

護ソフトに新たに業務機能を追加すること等によリー気通貫となる (転

記等の業務が発生しなくなる)場合も対象とする。
(2)居宅介護支援事業所、訪問介護事業所等 (居宅介護支援事業所や介護
予防支援事業所の介護支援専門員が作成する居宅サービス計画や介護

予防サービス計画に基づきサービス提供をするものに限る。)の場合に
は、「居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提供事業所間にお

ける情報連携の標準仕様」に準じたものであること。ただし、実装状況

を鑑み、令和 2年度においては、当該年度中に上記標準仕様に準じたも
のに対応することで差し支えないものとする。なお、上記標準仕様は令

和 2年 3月 26日 に改訂版が発出されているので留意されたい。
(3)既に介護ソフトによつて一気通貫となっている場合は、新たにタブレ
ット端末等を導入することのみも対象とする。

ただし、タブレット端末等を導入する際にあつては、必ず介護ソフト

をインストールのうえ、業務にのみ使用すること (補助目的以外の使用

の防止及び私物と区別するため、業務用であることを明確に判別するた

めの表示 (シール等による貼付)を行うなど事業所において工夫するこ

と)。 また、個人情報保護の観点から、十分なセキュリティ対策を講じ

ること。なお、セキュリティ対策については、「介護事業所における介

護情報の連携に関する安全管理について」 (令和 2年 3月厚生労働省老
健局振興課発行)を参考にすること。
(4)導入する介護ソフトについて、日中のサポー ト体制を常設しているこ
とが確認できる製品であること (有償・無償を問わない)。 また、研究

開発品ではなく、企業が保証する商用の製品であること。

(5)タ ブレット端末等による音声入力機能の活用を推奨すること。
(6)令和 2年度より「CHASE」 (ケアの内容や利用者の変化などに関する情
報を収集・蓄積するために新たに構築するデータベース。システムの詳

細は「第 6回科学的裏付けに基づく介護に係る検討会」の参考資料4
<https://wM.mhlw.go.jp/cOntent/12301000/000485926.pdf>参照。

また、収集する項目等については、令和元年7月 16日 「科学的裏付け

に基づく介護に係る検討会 取りまとめ」
<https:〃棚 .mhlw.go.jp/content/12301000/000531128.pdf>を 参
照。)の運用を開始する予定であることから、本事業によりICTを導

(1)記録業務、情報共有業務 (事業所内外の情報連携含む。)、 請求業務を
一気通貫で行うことが可能となつている介護ソフトであること (転記等
の業務が発生しないこと)。

また、複数の介護ソフトを連携させることや、既に導入済みである介

護ソフトに新たに業務機能を追加すること等によリー気通貫となる (転

記等の業務が発生しなくなる)場合も対象とする。
(2)居宅介護支援事業所、訪問介護事業所等 (居宅介護支援事業所や介護
予防支援事業所の介護支援専門員が作成する居宅サービス計画や介護

予防サービス計画に基づきサービス提供をするものに限る。)の場合に
は、「居宅介護支援事業所と訪間介護などのサービス提供事業所間にお

ける情報連携の標準仕様」に準じたものであること。ただし、実装状況

を鑑み、令和 2年度においては、当該年度中に上記標準仕様に準じたも
のに対応することで差し支えないものとする。なお、上記標準仕様は令

和 2年 3月 26日 に改訂版が発出されているので留意されたい。
(3)既に介護ソフトによつて一気通貫となつている場合は、新たにタブレ
ット端末やバックオフィス業務用のソフト等を導入することのみも対

象とする。

ただし、タブレット端末等を導入する際にあつては、必ず介護ソフト

をインス トールのうえ、業務にのみ使用すること (補助目的以外の使用

の防止及び私物と区別するため、業務用であることを明確に判別するた

めの表示 (シール等による貼付)を行うなど事業所において工夫するこ

と)。 また、個人情報保護の観点から、十分なセキュリティ対策を講じ

ること。なお、セキュリティ対策については、「介護事業所における介

護情報の連携に関する安全管理について」 (令和 2年 3月厚生労働省老
健局振興課発行)を参考にすること。
(4)導入する介護ソフトについて、日中のサポー ト体制を常設しているこ
とが確認できる製品であること (有償 口無償を問わない)。 また、研究

開発品ではなく、企業が保証する商用の製品であること。

(5)タ ブレット端末等による音声入力機能の活用を推奨すること。
(6)令和 2年度より「CHASE」 (ケアの内容や利用者の変化などに関する情
報を収集日蓄積するために新たに構築するデータベース。システムの詳

細は「第 6回科学的裏付けに基づく介護に係る検討会」の参考資料4
<https://wⅧ ,mhlw.go.jp/cOntent/12301000/000485926.pdf>参 照。

また、収集する項目等については、令和元年7月 16日 『科学的裏付け

に基づく介護に係る検討会 取りまとめ」
<httpsi〃M.mhlw.go.jp/cOntent/12301000/000531128,pdf>を 参



照。)の運用を開始する予定であることから、本事業によりICTを導
入した事業所においては、CHASEによる情報収集に協力すること。なお、
本事業においてタブレット端末等のみを導入する場合も同様に情報収
集に協力すること。

(7)導入の成果を都道府県へ報告するとともに、ICT導入に関して他事
業者からの照会等に応じること。ただし、事業所職員や利用者の個人情
報等の照会に応じる必要はないことに留意すること。

4.補助額
補助対象となる事業所ごとに、次により算出された額以内の金額で補助
を行うこととする。

(1)「 5.補助対象経費」に定める補助対象経費の実支出額の合計に各都
道府県が設定した補助率を乗じた額、又は「5.補助対象経費」に定め
る補助対象経費の実支出額の合計から各都道府県が設定した金額を控
除した額を算出する (※ 1)。

(2)(1)で算出した額と、以下の表の第 1欄に定める職員数 (※ 2、 ※
3)に応じた第 2欄の基準額とを比較して、少ない方の額を補助額とす
る。

1 職員数 2 基準額
1名 以上 10名以下 1,000,000円

11名以上 20名 以下 1,600,000円

21名以上 30名 以下 2,000,000円

31名以上 2,600,000円

※¶ 補助率は各都道府県において設定することができるが、事業所の負担
は必ず求めることとする。また、補助率を設定せずに定額補助とする場
合には、事業所負担分として各都道府県が定めた金額を控除することと

する。

※2 職員数には、訪問介護員等の直接処遇職員だけでなく、ICTの活用
が見込まれる管理者や生活相談員等の職員も算入して差し支えない。ま
た、常勤・非常勤の別は問わない。

※3 職員数については、申請時点における常勤換算方法により算出され
た人数 (『宇旨定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準」(平成 11年 3月 31日厚生省令第 37号)第 2条第 8号等の規定に基
づいて計算した人数とし、小数点以下は四捨五入するものとする。)と

入した事業所においては、CHASEに よる情報収集に協力すること。なお、
本事業においてタブレット端末等のみを導入する場合も同様に情報収
集に協力すること。

(7)導入の成果を都道府県へ報告するとともに、ICT導入に関して他事
業者からの照会等に応じること。ただし、事業所職員や利用者の個人情
報等の照会に応じる必要はないことに留意すること。

4.補助額
補助対象となる事業所ごとに、次により算出された額以内の金額で補助
を行うこととする。

(1)「 5.補助対象経費」に定める補助対象経費の実支出額の合計に各都
道府県が設定した補助率を乗じた額、又は「5.補助対象経費」に定め
る補助対象経費の実支出額の合計から各都道府県が設定した金額を控
除した額を算出する (※ 1)。

(2)(1)で算出した額と、以下の表の第 1欄に定める職員数 (※ 2、 ※
3)に応じた第 2襴の基準額とを比較して、少ない方の額を補助額とす
る。

1 職員数 2 基準額
1名 以上 10名以下 500,000円

11名以上 20名 以下 800,000円

21名以上 30名以下 11000,000円

31名以上 1,300,000円

※ 1 補助率は各都道府県において設定することができるが、事業所の負担
は必ず求めることとする。また、補助率を設定せずに定額補助とする場
合には、事業所負担分として各都道府県が定めた金額を控除することと
する。

※2 職員数には、訪問介護員等の直接処遇職員だけでなく、lCTの活用
が見込まれる管理者や生活相談員等の職員も算入して差し支えない。ま
た、常勤・非常勤の別は問わない。

※3 職員数については、申請時点における常勤換算方法により算出され
た人数 (「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準」(平成 11年 3月 31日厚生省令第 37号)第 2条第 8号等の規定に基
づいて計算した人数とし、小数点以下は四捨五入するものとする。)と



するが、居宅を訪問してサービスを提供する職員 (訪問介護員、居宅介
護支援専門員等)及び管理者や生活相談員等の職員については、従事す
る職務の性質上、実人数 (常勤・非常勤の別は問わない)と しても差し
支えない。

5 .補助対象経費
タブレット端末ロスマー トフォン等ハー ドウェア、ソフトウェア (標準
仕様や CHASE対応のための改修経費も含む。ただし、開発の際の開発基盤
のみは対象外。)、 ネットワーク 購入・設置、クラウドサービス、保
守 ロサポー ト費、導入設定、導入研修、セキュリティ対策、 ICT導入に
関する他事業者からの照会等に応じた場合の経費など

※ 1 上記経費は当該年度中に係る経費のみを対象とする。毎月支払を行う
介護ソフトの利用料やリース費用も対象とするが、対象となる期間は当

該年度分 (当該年度の 3月末までに係る経費)に限る。
※2 タブレット端末等ハー ドウェアは、生産性向上に効果のあるハー ドウ
エアが対象であるが、たとえば、介護に関する記録を現地で完結でき、

その場で利用者の情報を確認できるタブレット等のほか、職員間の情報
共有や職員の移動負担を軽減するなど効果・効率的なコミュニケーショ
ンを図るためのインカムなど ICT技術を活用したものを対象とし、事
業所に置くパソコンやプリンターは対象外とする。なお、ハー ドウェア

を導入する際には、3の要件を満たしていることが前提となるので留意
されたい。

※3 バックオフィス業務 (業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成、
人事、給与、ホームページ作成などの業務)が単体となつているソフト
の導入に係る経費も対象とする。なお、介護事業所の業務効率化の観点

から、本事業により導入したタブレットに、職員の出退勤を管理する既

存のソフトウェア等をインストールし、記録業務 H情報共有業務日請求

業務に加えて補助的にパックオフィス業務で利用することや、テレビ会

議システム等を用いて離れた場所にいる利用者家族等が利用者と面会

を行う際に本事業で導入したタブレットを利用すること等は差し支え

ない。

※4 運用に必要な Wi―FiルーターなどWifi環境を整備するために必要な
機器の購入 日設置のための費用も対象とする。(ただし、通信費は対象

とならない)

するが、居宅を訪問してサービスを提供する職員 (訪問介護員、居宅介
護支援専門員等)及び管理者や生活相談員等の職員については、従事す
る職務の性質上、実人数 (常勤・非常勤の別は問わない)と しても差し
支えない。

5.補助対象経費
タブレット端末 Lスマー トフォン等ハー ドウェア、ソフトウェア (標準
仕様や CHASE対応のための改修経費も含む。ただし、開発の際の開発基盤
のみは対象外。)、 クラウドサービス、保守・サポー ト費、導入設定、導入
研修、セキュリティ対策、ICT導入に関する他事業者からの照会等に応
じた場合の経費など

※ 1 上記経費は当該年度中に係る経費のみを対象とする。毎月支払を行う
介護ソフトの利用料やリース費用も対象とするが、対象となる期間は当

該年度分 (当該年度の 3月末までに係る経費)に限る。
※2 タブレット端末等ハー ドウェアは、生産性向上に効果のあるハー ドウ
エアが対象であるが、たとえば、介護に関する記録を現地で完緒でき、

その場で利用者の情報を確認できるタブレット等のほか、職員間の情報
共有や職員の移動負担を軽減するなど効果日効率的なコミュニケーショ
ンを図るためのインカムなど ICT技術を活用したものを対象とし、事
業所に置くパソコンやプリンターは対象外とする。なお、ハー ドウェア

を導入する際には、3の要件を満たしていることが前提となるので留意
されたい。

※3 バックオフィス業務 (人事、給与、ホームページ作成などの業務)が
単体となつているソフトの導入に係る経費は対象外とする。なお、介護

事業所の業務効率化の観点から、本事業により導入したタブレットに、

職員の出退勤を管理する既存のソフトウェア等をインストールし、記録

業務・情報共有業務 B請求業務に加えて補助的にバックオフィス業務で

利用することや、テレビ会議システム等を用いて離れた場所にいる利用

者家族等が利用者と面会を行う際に本事業で導入したタブレットを利

用すること等は差し支えない。



6.導入効果の報告・公表
(1)提出方法
本事業において ICT導入等を行つた介護事業所が、別紙様式 1に基
づき都道府県へ導入内容等を報告する。

都道府県においては、介護事業所から報告を受けた内容について別紙
様式 2の表にとりまとめたうえで、厚生労働省老健局振興課に提出先に
提出すること。

なお、提出にあたっては、Excel形式のファイルを電子メールにより
提出するものとし、紙形式での提出は不要とする。
また、提出のあった資料のうち、別紙様式 2の「公表予定」襴にOの
ある項目については公表する予定であるので留意されたい。
(2)提出期限
事業実施年度の翌年度の6月末日までに提出するものとする。
(3)提出先
厚生労働省老健局振興課宛てに提出するものとする。

提出先アドレス :kaigoseisanseiOmhlw.go.jp

フ.その他
(1)他の補助制度との重複
経済産業省が実施している「 IT導入補助金」による補助を受ける介
護事業所の場合には、当該補助を受ける部分については本事業の補助対
象としないこと。

また、「介護ロボット導入支援事業」の対象となるものについては、

本事業の補助対象とはならないこと。

(2)補助回数
本事業を活用した補助は原則として 1事業所¬回とするが、補助額の
合計が基準額の基準額の範囲内であれば、2回 目の補助も可能とする。
2回目の補助を行う場合には、基準額から1回 目の補助額を除いた金額
を上限とする。なお、1回 目に補助した機器のリース代や保守・サポー
トに係る経費等、恒常的な費用について 2回日以降の補助を行うことは
認められない。

(対象となる具体例)

職員数 10名の事業所の場合 (基準額は 100万円)

① 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を
受け、令和2年度にタブレット(1台 5万円)を 3台導入する場合。

6.導入効果の報告 B公表
(1)提出方法
本事業において ICT導入等を行つた介護事業所が、別紙様式 1に基
づき都道府県へ導入内容等を報告する。

都道府県においては、介護事業所から報告を受けた内容について別紙
様式 2の表にとりまとめたうえで、厚生労働省老健局振興課に提出先に
提出すること。

なお、提出にあたっては、Excel形式のファイルを電子メールにより
提出するものとし、紙形式での提出は不要とする。
また、提出のあった資料のうち、別紙様式 2の「公表予定」欄にOの
ある項目については公表する予定であるので留意されたい。
(2)提出期限
事業実施年度の翌年度の 6月末日までに提出するものとする。
(3)提出先
厚生労働省老健局振興課宛てに提出するものとする。

提出先アドレス :kaigoseisanseiOmhlw.go.jp

7.その他
(1)他の補助制度との重複
経済産業省が実施している「 IT導入補助金」による補助を受ける介
護事業所の場合には、当該補助を受ける部分については本事業の補助対
象としないこと。

また、「介護ロボット導入支援事業」の対象となるものについては、

本事業の補助対象とはならないこと。

(2)補助回数
本事業を活用した補助は原則として 1事業所 1回とするが、補助額の
合計が基準額の基準額の範囲内であれば、2回目の補助も可能とする。
2回 目の補助を行う場合には、基準額から1回 目の補助額を除いた金額
を上限とする。なお、1回日に補助した機器のリース代や保守ロサポー
トに係る経費等、恒常的な費用について 2回日以降の補助を行うことは
認められない。

(対象となる具体例)

職員数 10名の事業所の場合 (令和 2年度の基準額は 50万円)
① 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を
受け、令和 2年度にタブレット(1台 5万円)を 3台導入する場合。



⇒計 35万円で基準額の範囲内であるため、令和 2年度に導入する
タブレット5台分 (15万円)が全額補助対象となる。

② 令和元年度にタブレット(1台 5万円)を 2台購入して補助を受
け、令和 2年度にタブレット (1台 5万円)を追加で3合導入する
場合。
⇒計 25万円で基準額の範囲内であるため、令和 2年度に導入する
タブレット3台分 (15万円)が全額補助対象となる。

③ 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を
受け、令和 2年度にタブレット (1台 5万円)を 20台導入する場
合。
⇒計 120万円で基準額を超えてしまうため、2回 日は基準額と1回

日の補助額との差額 (100万円-20万円=80万円)のみ補助対象
となる。

④ 令和元年度にタブレット(1台あたり1年間3万円)を 3台リー
スして補助を受け、令和 2年度にタブレット(1台あたり1年間 3
万円)を追加で3台リースする場合。
⇒機器のリース代は導入年度分のみの補助となるため、2回目は令和
2年度分 (3万円X3台=9万円)のみが補助対象となる。
⑤ 令和元年度にタブレット(1台 5万円)を 10台導入して 30万円
(令和元年度の基準額)の補助を受け、令和 2年度にタブレット (1
台 5万円)を追加で2台導入する場合。
⇒基準額と1回目の補助額との差額は 50万円-30万円=20万円であ
るが、補助対象とできるのは当該年度分に導入した機器に係る経費

のみであるので、令和 2年度に購入した 2台分 (10万円)のみが補
助対象となる。

⇒計 35万円で基準額の範囲内であるため、令和 2年度に導入する
タブレット5台分 (15万円)が全額補助対象となる。

② 令和元年度にタブレット(1台 5万円)を 2台購入して補助を受
け、令和2年度にタブレット(1台 5万円)を追加で3台導入する
場合。
⇒計 25万円で基準額の範囲内であるため、令和2年度に導入する
タブレット3台分 (15万円)が全額補助対象となる。

③ 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を
受け、令和2年度にタブレット(1台 5万円)を 8台導入する場合。
⇒計里 万円で基準額を超えてしまうため、2回目は基準額と1回

目の補助額との差額 (50万円-20万円=30万円)のみ補助対象と
なる。

④ 令和元年度にタブレット(1台あたり1年間3万円)を 3合リー
スして補助を受け、令和 2年度にタブレット(1台あたり1年間3
万円)を追加で3台リースする場合。
⇒機器のリース代は導入年度分のみの補助となるため、2回 目は令和
2年度分 (3万円X3台=9万円)のみが補助対象となる。
⑤ 令和元年度にタブレット(1台 5万円)を 10台導入して 30万円
(令和元年度の基準額)の補助を受け、令和 2年度にタブレット (1
合 5万円)を追加で 2台導入する場合。
⇒基準額と1回 日の補助額との差額は 50万円-30万円=20万円であ
るが、補助対象とできるのは当該年度分に導入した機器に係る経費

のみであるので、令和 2年度に購入した2台分 (10万円)のみが補
助対象となる。



(改正後全文)

別紙 1

介護ロボット導入支援事業実施要綱

1 事業の目的
現在市場化されつつある新たな技術を活用した介護ロボットは、介護従事者の

身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護従事者が継続して就労するための環

境整備策として有効である。

これらの介護ロボットは価格が高額であることから、普及促進策として、基金

にメニューを設けて、介護環境の改善に即効性を持たせるとともに、広く一般に

介護事業所による購入が可能となるよう先馬区的な取組について支援を行う。

2 対象事業所
介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする。)

3 補助の対象範囲
(1)介護ロボット機器
次の iからiiiの全ての要件を満たす介護ロボットを導入する際の経費を対象

とする。

i 目的要件
日 日常生活支援における、①移乗介護、②移動支援、③排泄支援、④見

守り・コミュニケーション、⑤入浴支援、⑥介護業務支援のいずれかの

場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果のある介護ロボット

であること (それぞれの定義については、別添1を参照されたい。)。

ii 技術的要件

次のいずれかの要件を満たす介護ロボットであること。
ロ ロボット技術 (※)を活用して、従来の機器ではできなかつた優位性

を発揮する介護ロボット

※①センサー等により外界や自己の状況を認識し、②これによつて得ら

れた情報を解析し、③その結果に応じた動作を行う介護ロボット
日 経済産業省が行う「ロボット介護機器開発 口導入促進事業」(平成
30年度からは「ロボット介護機器開発日標準化事業」)において採択さ
れた介護ロボット

ili 市場的要件

販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。



(2)見守り機器の導入に伴う通信環境整備
見守り機器を効果的に活用するために必要な通信環境を整備するための経費

として、次のいずれかを対象とする。

(対象経費)
日 Wi―Fi環境を整備するために必要な経費

(配線工事 (Wi―Fi環境整備のために必要な有線 LANの設備工事も含む)、

モデム ロルーター、アクセスポイント、システム管理サーバー、ネット

ワーク構築など)
日 職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効果 B効率的なコミ

ュニケーションを図るためのインカム (デジタル簡易無線登録型等の

W卜Fi非対応型のインカムを含む。)

※ 既に見守り機器を導入している場合において、見守り機器を効果的に
活用するために必要な通信環境の整備を行う場合も対象とする。

※ 介護ロボットのメンテナンスに係る経費及び通信に係る経費は補助
対象外とする。

4 介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入等計画
i 計画の作成
介護ロボットの導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備を行う事業

者は、介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入等計画を作成する。

当該計画については、導入後3年間の①達成すべき目標、②導入すべき機器

等、③期待される効果等を記載することとし、実際の活用モデルを示すことで

他の介護施設等の参考となるべき内容とする。

なお、介護ロボットの導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る

経費いずれについても補助を受ける場合においては、計画は別に作成すること

とするが、 1計画の中で、上記①から③の計画内容が明確に別に確認できる

場合は、 1計画に記載して差し支えない。

ii 導入効果の報告

導入によつて得られた効果に関するデータを客観的な評価指標に基づいて

示ナこと。

例)介護時間の短縮、直接 B間接負担の軽減効果、介護従事者 (利用者)の

満足度、日々の活用状況が確認できる日誌等を用いるなど他の介護

施設等の参考となるべき内容

5 補助額等
i 補助額
補助対象となる事業所ごとに、次に算出された額以内の金額で補助を行うこ

ととする。



ア 介護ロボットの導入に伴う経費
(7)1機器につき、3(1)に該当する経費の実支出額に各都道府県が設定し
た自己負担率を乗じた額、又は3(1)に該当する経費の実支出額から各
都道府県が設定した自己負担額を控除した額を算出する。

(イ )(7)で算出した額と、以下の表の第 1欄に定める介護ロボットに応じた

第 2欄の基準額とを比較して、少ない方の額を補助額とする。

上記以外

移乗支援 (装着型 日非装着型 )

入浴支援

1 介護ロボット

30万円

100万 円

2 基準額

※自己負担率は各都道府県において設定することができるが、事業所の負担

は必ず求めることとする。また、自己負担率を設定せずに定額補助とする

場合には、事業所負担分として各都道府県が定めた金額を控除することと

ずる。

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経費
(7)1事業所につき、3(2)に該当ずる経費の実支出額に各都道府県が設定
した自己負担率を乗じた額、又は3(2)に 該当する経費の実支出額から
各都道府県が設定した自己負担額を控除した額を算出する。

(イ)(ア)で算出した額と750万 円とを比較して、少ない方の額を補助額と
する。

※自己負担率は各都道府県において設定することができるが、事業所の負担

は必ず求めることとする。また、自己負担率を設定せずに定額補助とする

場合には、事業所負担分として各都道府県が定めた自己負担を控除するこ

ととする。

ii 介護ロボットの導入に伴う1回当たりの限度台数

都道府県が必要と認める台数とする。

ili 介護ロボット導入等計画との関係

3(1)については、 1計画につき、 1回の補助とし、 3(2)については、

1事業所につき、 1回の補助とする。

6 その他
他の補助金等を受けて導入する介護ロボット及び通信環境の整備については、

本事業における補助の対象とはならないことに留意ずるとともに、必要に応じて

重複を防止するための確認を行うなど適正な事務処理に努めること。

例えば、各都道府県労働局における「人材確保等支援助成金 (介護福祉機器助

成コース)」 においては、装着型又は非装着型の移乗介助機器が助成の対象とな

る (詳細については、別添 2を参照されたい。)。

2
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【別紙 1-1】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

移乗介助

ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを行う装着型の機器

義)

介助者が装着して用い、移乗介助の際の腰の負担を軽減する。

介助者が一人で着脱可能であること。

ベッド、車いす、便器の間の移乗に用いることができる。

重点分野のイメージ

別添 1

キ

※ 口
経
ボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>
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【別紙 1-2】

「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

移乗介助

ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動作のパワーアシストを行う非装着型の機器

(定義)

> 移乗開始から終了まで、介助者が一人で使用することができる。
> ベッドと車いすの間の移乗に用いることができる。(※ベッドと車いすの間の移乗における使い
勝手は、ステージゲート審査での評価対象となる点に留意すること。)

> 要介護者を移乗させる際、介助者の力の全部又は一部のパワーアシストを行うこと。
> 機器据付けのための上台設置工事等の住宅等への据付け工事を伴わない。
> つり下げ式移動用リフHま除く。

重点分野のイメージ

※「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>
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【別紙1-3】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

移動支援

高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬できるロポット技術を用いた歩行支援機器

(定義 )

使用者が一人で用いる手押し車型 (歩行車、シルバーカー等)の機器。

高齢者等が自らの足で歩行ずることを支援することができる。搭乗するものは対象としない。

荷物を載せて移動することができる。

モーター等により、移動をアシストする。(上り坂では推進し、かつ下り坂ではブレーキをかけ

る駆動力がはたらくもの。)

4つ以上の車輪を有ずる。

不整地を安定的に移動できる車輪径である。(※砂利道、歩道の段差を通行する際の安定性

は、ステージゲート審査での評価対象となる点に留意すること。)

通常の状態又は折りたたむことで、普通自動車の車内やトランクに搭載することができる大き

さである。

マニュアルのブレーキがついている。

雨天時に屋外に放置しても機能に支障がないよう、防水対策がなされている。

介助者が持ち上げられる重量(30kg以下)である。

重点分野のイメージ

※「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

5



【別紙 1-4】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

移動支援

高齢者等の屋肉移動や立ち座りをサポートし、特にトイレヘの住復やトイレ内での姿勢保持を支

援するロボット技術を用いた歩行支援機器

(定義)

> 一人で使用できる又は一人の介助者の支援の下で使用できる。
> 使用者が自らの足で歩行ずることを支援することができる。搭乗するものは対象としない。
> 食堂や居間での椅子からの立ち上がりやベッドからの立ち上がりを主に想定し、使用者が椅
座位 B端座位から立ち上がる動作を支援することができる。

> 従来の歩行補助具等を併用してもよい。
> 標準的な家庭のトイレの中でも、特別な操作を必要とせずに使用でき、トイレの中での一連の
動作 (便座への立ち座り、ズボンの上げ下げ、清拭、トイレ内での方向転換)の際の転倒を防

ぐため、姿勢の安定化が可能であれば、加点評価する。

重点分野のイメージ

「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

6
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【別紙 1-5】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

排泄支援

(定義)

> 使用者が、居室で用いる便器。排泄物のにおいが室内に広がらないよう、排泄物を室外へ流
す、又は、容器や袋に密閉して隔離する。

> 室内での設置位置を調整可能であること。

_JililEどヒ

重点分野のイメージ

※「ロボ
(経済
ット介護機器開発 。導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>
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【別紙 1-6】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

見守リロコミュニケーション

(定義)

> 複数の要介護者を同時に見守ることが可能。
> 施設内各所にいる複数の介護従事者へ同時に情報共有することが可能。
> 昼夜問わず使用できる。
> 要介護者が自発的に助けを求める行動 (ボタンを押す、声を出す等)から得る情報だけに依
存しない。

> 要介護者がベッドから離れようとしている状態又は離れたことを検知し、介護従事者へ通報で
きる。

> 認知症の方の見守リプラットフォームとして、機能の拡張又は他の機器ロソフトウェアと接続が
できる。

書
ヽ

※「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋 >

く
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【別紙 1-7】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

見守り。コミュニケーション

在宅介慶において使用する、転倒検知センサーや外部通信機能を備えたロボット技術を用いた機

器のプラツトフオーム

(定義 )

複数の部屋を同時に見守ることが可能。

浴室での見守りが可能。

暗所でも使用できる。

要介護者が自発的に助けを求める行動 (ボタンを押す、声を出ナ等)から得る情報だけに依存

しない。

要介護者が端末を持ち歩く又は身に付けることを必須としない。

要介護者が転倒したことを検知し、介護従事者へ通報できる。

要介護者の生活や体調の変化に関する指標を、開発者が少なくとも1つ設定口検知し、介護従

事者へ情報共有できる。

認知症の方の見守リプラットフオームとして、機能の拡張又は他の機器ロソフトウェアと接続が

できる。

分野のイメ

※「ロボット介
(経済産業省

護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

∩
υ

つ



【別紙 1-8】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

入浴支援

ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際の一連の動作を支援する機器

(定義)

> 要介護者が一人で使用できる又は一人の介助者の支援の下で使用できる。
> 要介護者の浴室から浴槽への出入り動作、浴槽をまたぎ湯船につかるまでの一連の動作を
支援できる。

> 機器を使用しても、少なくとも胸部まで湯に浸かることができる。
> 要介護者の家族が入浴する際に邪魔にならないよう、介助者が一人で取り外し又は収納口片
付けをすることができる。

> 特別な工事なしに設置できる。

重点分野のイメージ

※「ロボント介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>
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【別紙1-9】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

移動支援

高齢者等の外出等をサポートし、転倒予防や歩行等を補助するロボット技術を用いた装着

型の移動支援機器

(定義)

> 使用者が一人で用いる装着型の機器。
> 自立歩行できる使用者の転倒に繋がるような動作等を検知し、使用者に通知して、転倒を予
防することができる。または、自立して起居できる使用者の立ち座りや歩行を支援できる。

> 歩行補助具等を併用してもよい。

重点分野のイメージ

※「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

11



【別紙1-10】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

l,1泄支援

ロボット技術を用いて排泄を予測しは的確なタイミングでトイレヘ勝導する機器

(定義)

> 使用者が装着する場合には、容易に着脱可能であること。
> 使用者の生体情報等に基づき排尿又は排便を予測することができる。
> 予測結果に基づき的確なタイミングで使用者をトイレに誘導することができる。

重点分野のイメージ

※「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>
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【別紙1-11】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

俳泄支援

ロボット技術を用いて トイレ内での下衣の着脱等の排泄の一連の動作を支援する機器

(定義)

＞

＞

＞

＞

　

＞

使用者が一人で使用できる又は一人の介助者の支援の下で使用できる。

トイレ内での下衣の着脱等の排泄の一連の動作を支援することができる。

トイレ内での方向転換、便座への立ち座り、清拭の支援が可能であれば、加点評価する。

トイレ内での使用者の姿勢や排泄の終了などを検知して介助者に伝えることが可能であれば、

加点評価ずる。

標準的な家庭のトイレ内で使用可能であれば、加点評価ずる

重点分野のイメージ

※「ロボット
(経済産業

介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

企   ′)
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【別紙 1-12】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

見守リロコミュニケーション

芭FL者等とのコミュニケーションにロボット技術を用いた生活支援機器

(定義)

> 高齢者等の日常生活全般が支援対象となり得る。
> 高齢者等の言語や顔、存在等を認識し、得られた情報を元に判断して情報伝達ができる。
> 双方向の情報伝達によつて高齢者等の活動を促し、ADL(日常生活活動)を維持向上ずること
ができる。

ツ
産
ボ
済
口
経
「

宅ぅ
t石
や

をt
卜●
?

重点分野のイメージ

卜介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

※
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【別紙1-13】
「ロボット技術の介護利用における重点分野」の定義

介護業務支援

ロボット技術を用いて、見守り、移動支援、排泄支援をはじめとする介産業務に伴う情報

を収集 B蓄積し、それを基に、高齢者等の必要な支援に活用することを可能とする機器

義)

共有する情報は、ロボット介護機器により得られたものとする。

介護サービスの内容を共有することが可能であれば、加点評価する。

共有した情報を活用して ロヽボット介護機器が適切な動作を行うことが可能であれば、加点評

価する。

共有した情報を、介護記録システムやケアプラン作成システム等に連結することが可能であ

れば、加点評価する。

連結対象のロボット介護機器の端末を一つに集約することが可能であれば、加点評価する。

付

重点分野のイメージ

「ロボット介護機器開発・導入促進事業 (開発補助事業)研究基本計画」
(経済産業省 製造産業局 産業機械課 (平成 29年 10月 ))<抜 粋>

＞

　

　

＞

Ａ
Ｆ

a

※
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月可朔く2

事 務 連 絡

平成 30年 4月 2日

都道府県労働局職業安定部

職業対策課長 殿

厚生労働省職業安定局雇用開発部

雇用開発企画課介護労働対策室長補佐

人材確保等支援助成金 (介護福祉機器助成コース)の助成対象となる

介護福祉機器について

日頃より、本助成金の支給業務等にご尽力頂き感謝申し上げます。

人材確保等支援助成金 (以下「助成金」という。)の実施については、平成 30年 3月 31

日付け職発 0331第 2号、雇均 0331第 3号、開発 0331第 3号「雇用安定事業の実施等につ

いて」により通知されていますが、人材確保等支援助成金 (介護福祉機器助成コース)の
対象となる介護福祉機器については、平成 30年度から下記のとおり変更 (追加)しており

ます。

この見直しに伴い、地域医療介護総合確保基金によつて都道府県で実施する「介護ロボ

ット導入支援事業」 (以下「導入支援事業」という。)の導入支援対象機器と機器助成コー
スの助成対象介護福祉機器が、一部重複することとなることから、両制度において、同一

機器に対する支給が生じないよう、都道府県の導入支援事業担当者に対する確認等につい

て遺漏なきよう取り扱いをお願いします。

記

追加となる介護福祉機器の範囲について

支給要領 0302イ (1)の「移動 日昇降用リフト」に、「J卜装着型移乗介助機器 (介護

労働者が要介護者を移乗させ又は移乗するときに用いる機器 (介護労働者が装着して用

いるもの (「装着型移乗介助機器」という。)を除く。)であつて、抱え上げ動作のパワ
ーアシス ト機能又はその動作を不要とする機能により、当該労働者の腰の負担を軽減す

るもの。)を含む。」を追加している。
また、支給要領 0302イ (口 )と して、「装着型移乗介助機器」を新たに追加すること。

該当する機器 (例示)は以下の機器を想定している。その他の機器で助成対象となるか

疑義が生じた場合は、本省担当まで問い合わせていただくようお願いする。

(1)非装着型移乗介助機器
Bリ ショーネ PIus(パナソニックエイジフリー株式会社 )
・移乗サポー トロボットHug Tl(富士機械製造株式会社 )
ロロボヘルパーSASUKE(マ ッスル株式会社 )
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(2)装着型移乗介助機器
・HAL腰タイプ介護支援用 (サイパーダイン株式会社 )

・マッスルスーツ (イ ノフィス株式会社 )

2 導入支援事業との併給調整について
導入支援事業の事業内容は別添資料 1と なつており、上記 1の非装着型移乗介助機器

及び装着型移乗介助機器を含め、介護ロボットの導入支援を行つているところである。

このため、助成金の計画認定時 (支給要領 0406)及び支給決定時 (支給要領 0602)

において、事業主から申請のあつた導入する介護福祉機器が非装着型又は装着型移乗介

助機器に該当する場合、都道府県導入支援事業担当者に対し、申請事業主が同一機器に

対して基金による補助金の支給を受けていないか、確認を行う必要がある。

確認に当たつては、その頻度や確認方法 (郵送に限らず Eメ ールを活用する等)につ

いては、事務負担を考慮しつつ、都道府県導入支援事業担当者と調整の上、任意で差し

支えないが、誤送付等が生じないよう情報管理に留意して実施していただくようお願い

する。

参考様式 (別添資料 2)を添付するので、都道府県導入支援事業担当者に対する照会
にご活用いただくとともに、同様式を活用し、年度や四半期毎等定期的に支給決定事業

所の情報を共有する等、適切な事務を行つていただくようお願いする。

3 都道府県介護人材確保対策等担当課宛て通知について
平成 30年 4月 2日付けで厚生労働省老健局高齢者支援課から、各都道府県介護人材確

保対策等担当課宛て通知 (別添資料 3)が発出されているので、同様の照会が都道府県
導入支援事業担当者からも行われることとなるので申し添える (「 4 その他」部分参
照 )。

※ 別添資料 3(略 )
以 上

【担当】

職業安定局雇用開発部 雇用開発企画課
介護労働対策係 佐藤、加賀屋
TEL 03-5253-1111(内 線 5785)

Mail satou‐ kanako@Inhlw.go.il〕

kagava‐ takuHli@Inhlw.go.i13
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介 護 ロ ボ ッ ト導 入 支 援 事 業 【地域医療介護総合確保基金 (介護従事者確保分)】
別添資料 1

O現 在上市されつつある介護ロボッHよ、介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化に資する新たな技術が活用されて
おり、介護従事者が継続して就労するための環境整備策として有効である。
Oこれらの介護ロボッHよ価格が高額であることから、普及促進策として、地域医療介護総合確保基金で実施する事業の一つに
本事業を設けて、介護環境の改善に即効性を持たせるとともに、広く一般に介護事業所による購入が可能となるよう先駆的な
取組について支援を行う。

B介護施設等の実情に応じて策定する介護従事者負担軽減のための介護ロボット導入計画の実
現のために使用される介護ロボットであって、先駆的な取組により介護従事者が被介護者に提
供する介護業務の負担軽減や効率化に資するものであること。
→都道府県が提出された計画内容を判断

都道府県

サービス提供

E

L田

介護従事者負
担軽減のため
の介護ロボット
導入計画

導入する介護
ロボッHこつい
て助成

>負担軽減
>効率化

・

袋藍岳諷墓最
担軽減のための介護ロボット導入計画の作成

>達成すべき目標 >導入すべき機種 >期待される効果等とし、実際の活用モデルを示すこ
とで他の介護施設等の参考となるべき内容であること。(3年計画)

・日常生活支援における移乗支援、移動支援、排泄支援、見守リロコミュニケーション、入浴支援、
介護業務支援で利用する介護ロボットが対象。
・ロボット技術を活用して、従来の機器ではできなかつた優位性を発揮する介護ロボット
・販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。

i補助額
1機器につき補助額30万円。ただし60万円未満のものは価格に2分の1を乗じて得た額が上限。
市一回当たりの限度台数
日施設日居住系サービスは、利用定員数を10で除した数を限度台数とする。
・在宅系サービスは、利用定員数を20で除した数を限度台数とする。
前介護ロボット導入計画との関係
―計画につき、一回の補助とする。



別添資料 2

<参考様式 H30,4>

地域医療介護総合確保基金 (介護ロボット導入支援事業)

照会書

(照会日付)平成OOtt Ott O日
(照会者)OO労 働局所属課室

氏名

電話 (内線 )

下記について照会します。

(回答日付)平成OOttOtt O日

(回答者)OO県 所属課室
氏名

電話 (内線)

※ 本照会は「人材確保等支援助成金 (介護福祉機器助成コース)導入 D運用計画
(変更)書」において、事前に申請事業主の同意を得て行つております。

※  「人材確保等支援助成金 (介護福祉機器助成コース)」 は、その他補助金等を受
けて導入する機器については、本助成金の対象とはならないため、本照会は支給

の重複を防止するための確認です。

5

4

3

2

介護事業所名 製品名 製造番号等

※機器が識別できるもの

補助金受給の有無 (予定を含む)

※「有Jの場合支払い時期

その他 (特記事項)
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2

月1紙2

ICT導 入支援事業実施要綱

1.事業の目的
介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点から、重要な課題

であり、 ICT化 については、特に介護記録・情報共有 日報酬請求等の業務の効率化に
つながるものである。

また、「未来投資戦略 2018」 (平成 30年 6月 15日閣議決定)において、「介護分野にお
ける ICT化に関しては、介護現場の業務の効率化 口生産性向上の取組と一体として推
進し、 ICTの 導入を促進ずるための総合的な対応を検討し、来年度に導入を抜本的に
進める」こととされている。

そのため、本事業において、介護事業所における ICT導入を支援することにより、介
護分野における ICT化を抜本的に進めるものである。

対象事業所

介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする。)

3.要件等
(1)記録業務、情報共有業務 (事業所内外の情報連携含む。)、 請求業務を一気通貫で行
うことが可能となつている介護ソフトであること (転記等の業務が発生しないこと)。

また、複数の介護ソフトを連携させることや、既に導入済みである介護ソフトに新

たに業務機能を追加すること等によリー気通貫となる (転記等の業務が発生しなく

なる)場合も対象とする。
(2)居宅介護支援事業所、訪間介護事業所等 (居宅介護支援事業所や介護予防支援事業
所の介護支援専門員が作成する居宅サービス計画や介護予防サービス計画に基づき

サービス提供をずるものに限る。)の場合には、「居宅介護支援事業所と訪間介護な
どのサービス提供事業所間における情報連携の標準仕様」に準じたものであること。

ただし、実装状況を鑑み、令和 2年度においては、当該年度中に上記標準仕様に準
じたものに対応することで差し支えないものとする。なお、上記標準仕様は令和 2

年 3月 26日 に改訂版が発出されているので留意されたい。

(3)既に介護ソフトによつて一気通貫となつている場合は、新たにタブレット端末等や
バックオフィス業務用のソフトを導入することのみも対象とずる。

ただし、タブレット端末等を導入ずる際にあつては、必ず介護ソフトをインス トー

ルのうえ、業務にのみ使用すること (補助目的以外の使用の防止及び私物と区別す

るため、業務用であることを明確に判別するための表示 (シール等による貼付)を行

うなど事業所において工夫すること)。 また、個人情報保護の観点から、十分なセキ

ュリティ対策を講じること。なお、セキュリティ対策については、「介護事業所にお

ける介護情報の連携に関する安全管理について」(令和 2年 3月厚生労働省老健局振
興課発行)を参考にずること。
(4)導入する介護ソフトについて、日中のサポー ト体制を常設していることが確認でき
る製品であること (有償 E無償を問わない)。 また、研究開発品ではなく、企業が保

証する商用の製品であること。
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(5)タ ブレット端末等による音声入力機能の活用を推奨すること。
(6)令和 2年度より「CHASE」 (ケアの内容や利用者の変化などに関する情報を収集 日蓄
積するために新たに構築するデータベース。システムの詳細は「第 6回科学的裏付

けに基づく介護に係る検討会」の参考資料4<https:〃 www.mhiw.go.ュ⊇/content/1
2301000/000485926.pdf>参 照。 また、収集する項目等については、令和元年7月
16日「科学的裏付けに基づく介護に係る検討会 取りまとめ」<https:〃 Www.mhlw.
宜0. iD/COntent/12301000/000531128.Ddf'> を参照。)の運用を開始する予定であるこ

とから、本事業によりICTを導入した事業所においては、CHASEに よる情報収集
に協力すること。なお、本事業においてタブレット端末等のみを導入する場合も同

様に情報収集に協力すること。

(7)導入の成果を都道府県へ報告するとともに、ICT導入に関して他事業者からの照
会等に応じること。ただし、事業所職員や利用者の個人情報等の照会に応じる必要

はないことに留意すること。

4.補助額
補助対象となる事業所ごとに、次により算出された額以内の金額で補助を行うことと

ずる。

(1)「 5.補助対象経費」に定める補助対象経費の実支出額の合計に各都道府県が設定
した補助率を乗じた額、又は「5,補助対象経費」に定める補助対象経費の実支出額
の合計から各都道府県が設定した金額を控除した額を算出する (※ 1)。

(2)(1)で算出した額と、以下の表の第 1欄に定める職員数 (※ 2、 ※ 3)に応じた
第 2欄の基準額とを比較して、少ない方の額を補助額とする。

31名 以上

21名以上 30名 以下

11名以上 20名 以下

1名 以上 10名 以下

1 職員数

2,600,000円

2,000,000円

1,600,000円

1,000,000円

2 基準額

※ 1 補助率は各都道府県において設定することができるが、事業所の負担は必ず求めることと
する。また、補助率を設定せずに定額補助とする場合には、事業所負担分として各都道府県

が定めた金額を控除することとする。

※2 職員数には、訪問介護員等の直接処遇職員だけでなく、 ICTの 活用が見込まれる管理者
や生活相談員等の職員も算入して差し支えない。また、常勤・非常勤の別は問わない。

※3 職員数については、申請時点における常勤換算方法により算出された人数 (『与旨定居宅サ
ービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」(平成 11年 3月 31日厚生省令第 37号 )

第 2条第 8号等の規定に基づいて計算 した人数とし、小数点以下は四捨五入するものとす

る。)とするが、居宅を訪問してサービスを提供する職員 (訪間介護員、居宅介護支援専門員

等)及び管理者や生活相談員等の職員については、従事する職務の性質上、実人数 (常勤・

非常勤の別は問わない)と しても差し支えない。
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5.補助対象経費
タブレット端末 ロスマー トフォン等ハー ドウエア、ソフ トウェア (標準仕様や CHASE対

応のための改修経費も含む。ただし、開発の際の開発基盤のみは対象外。)、 ネッ トワー

ク機器の購入 口設置、クラウ ドサービス、保守 ロサポー ト費、導入設定、導入研修、セキ

ュリティ対策、 ICT導 入に関ずる他事業者からの照会等に応 じた場合の経費など
※ 1 上記経費は当該年度中に係る経費のみを対象とする。毎月支払を行う介護ソフトの利用料
やリース費用も対象とするが、対象となる期間は当該年度分 (当該年度の3月末までに係る

経費)に限る。
※2 タブレット端末等ハー ドウェアは、生産性向上に効果のあるハー ドウエアが対象であるが、
たとえば、介護に関する記録を現地で完結でき、その場で利用者の情報を確認できるタブレ

ット等のほか、職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効果口効率的なコミュニ

ケーションを図るためのインカムなど ICT技術を活用したものを対象とし、事業所に置く
パソコンやプリンターは対象外とする。なお、ハー ドウェアを導入する際には、3の要件を

満たしていることが前提となるので留意されたい。

※3 バックオフィス業務 (業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成、人事、給与、ホーム
ページ作成などの業務)が単体となつているソフトの導入に係る経費も対象とする。なお、
介護事業所の業務効率化の観点から、本事業により導入したタブレットに、職員の出退勤を

管理する既存のソフトウェア等をインストールし、記録業務 口情報共有業務・請求業務に加

えて補助的にバックオフィス業務で利用することや、テレビ会議システム等を用いて離れた

場所にいる利用者家族等が利用者と面会を行う際に本事業で導入したタブレットを利用す

ること等は差し支えない。

※4 運用に必要な Wi―FiルーターなどWi―Fi環境を整備するために必要な機器の購入 。設置の
ための費用も対象とする。(ただし、通信費は対象とならない)

6.導入効果の報告 日公表
(1)提出方法
本事業において ICT導入等を行つた介護事業所が、別紙様式 1に基づき都道府県
へ導入内容等を報告する。

都道府県においては、介護事業所から報告を受けた内容について別紙様式 2の表に

とりまとめたうえで、厚生労働省老健局振興課に提出先に提出すること。

なお、提出にあたっては、Excet形式のフアイルを電子メールにより提出するもの

とし、紙形式での提出は不要とする。

また、提出のあつた資料のうち、別紙様式 2の「公表予定」欄にOのある項目につ
いては公表する予定であるので留意されたい。

(2)提出期限
事業実施年度の翌年度の 6月末口までに提出するものとする。

(3)提出先
厚生労働省老健局振興課宛てに提出するものとする。

提出先ア ドレス :kaigoseisanseiOmhlw.go.Jp

7.その他
(1)他の補助制度との重複
経済産業省が実施している「 IT導入補助金」による補助を受ける介護事業所の
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場合には、当該補助を受ける部分については本事業の補助対象としないこと。

また、「介護ロボット導入支援事業」の対象となるものについては、本事業の補助

対象とはならないこと。

(2)補助回数
本事業を活用 した補助は原則として 1事業所 1回 とするが、補助額の合計が基準

額の基準額の範囲内であれば、 2回 目の補助も可能とする。 2回 目の補助を行う場

合には、基準額から 1回 目の補助額を除いた金額を上限とする。なお、 1回 目に補

助 した機器のリース代や保守 Bサポー トに係る経費等、恒常的な費用について 2回

日以降の補助を行うことは認められない。

(対象となる具体例 )

職員数 10名 の事業所の場合 (令和 2年度の基準額は 100万円)

① 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を受け、令和 2
年度にタブレット (1台 5万円)を 3台導入する場合。
⇒計 35万円で基準額の範囲内であるため、令和 2年度に導入するタブレット

5台分 (15万円)が全額補助対象となる。
② 令和元年度にタブレット (1台 5万円)を 2台購入して補助を受け、令和 2年
度にタブレット (1台 5万円)を追加で 3台導入する場合。
⇒計 25万円で基準額の範囲内であるため、令和 2年度に導入するタブレット

3台分 (15万円)が全額補助対象となる。
③ 令和元年度に一気通貫の介護ソフト(20万円)を導入して補助を受け、令和 2
年度にタブレット (1台 5万円)を 20台導入する場合。
⇒計 120万円で基準額を超えてしまうため、2回 目は基準額と 1回 目の補助額

との差額 (100万円-20万円=80万円)のみ補助対象となる。
④ 令和元年度にタブレット (1台 あたり1年間 3万円)を 3台 リースして補助を
受け、令和 2年度にタブレット (1台あたり1年間 3万円)を追加で 3台 リース

する場合。
⇒機器のリース代は導入年度分のみの補助となるため、2回 目は令和 2年度分

(3万円X3台=9万円)のみが補助対象となる。
③ 令和元年度にタブレット (1台 5万円)を 10台導入して 30万円 (令和元年度
の基準額)の補助を受け、令和 2年度にタブレット (1台 5万円)を追加で 2台

導入ずる場合。
⇒基準額と 1回 目の補助額との差額は 50万円…30万円=20万円であるが、補助

対象とできるのは当該年度分に導入した機器に係る経費のみであるので、令和

2年度に購入した 2台分 (10万円)のみが補助対象となる。
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(別紙株式 1)

A,事宗所のと本脩領
☆ 1法人名

00年 度  ICT導 入支援事業 導入輿擦颯告書

=====「 その他Jの場合の具体的なサービス種別=====。

☆ 7

☆ 2

☆ 3

☆ 5

☆6利用者敷
※「介臓サービス情観公表システム」に,歳 している「利用者の人敷」をご記はください。

C3入鶏果

I           I名
名

(※ )の時間が短縮されたか。

3 1CT導入によリケアB己録等の書類 (※ )の量を肖1減することがてきたか。  I               I
(※)サービス擬快

“

嫌、アセスメント情果やモニタリングに門する寵嫌等、事宗所が作FE・ 保tする,保をいいます。

よ

ユ Ic り等の単純な誤りが減少したか。

(直接処遇H員のみならず、宗務上 :CT機■を活用しうる全てのををカウント
、利用者宅を防問後事宗所に戻らない,員は動務

"H敬
にかかわらす「i」 として計算してください。

してください。)

2 1CT導 入により 1人 あたりの (※ 1人あたりの平均)

ICT導入により、どのくらし (※ 1事業所あた りヽか月の平均 )

6 1Cr導 入 に よ り、喜 4所 肉 (と B田 】の情報共有が円 つたか。 I        I

ICT導 入により

★5導入肉暮 (介慶ソフトの機能) ☆8介慶ソフトを使用している端末
Ho ☆1製品種別 ☆2ベ ンダー名

(メ ーカー名)

☆9製品名
形態

請求串務 その他

☆6導入価格 ☆7導入欄敷

⑪ (単位)

☆ (合計金傾)

′――卜PC その他

成果・諫題

D.要件の対応状況
■1範慢から蹟求

=で
が一宜誦,ど なつているか。 I         I し、活用しているか。

卜2-気 通貫となつていない理由

22柳隼仕様を活用している壻合、活用した感想

2-3標準仕様を活用していない場合、活用しない理由

名君鰐器誌協議識聟殷持紹震椒留熟蔚綴罷爾詫Rをa瑠護名R奮詠胡与:f溜靖楚汝器 !キ

こついては`略を直接ごBE入ください。灰色こなつたセルlこついては記入不要す。
O複 数サービス積を一体的に運営している場合、日々のサービス積に区分してください。併段されているサービス櫃等、檀数の事業所岡てICT機器を共用している場合は、利用秦態等に応じて道宣按分してください。
O集 計の都合上、セルの結合や列の指入は行わないてください。Bて行が不足する場合(11種類以上の機器を導入した場合)には、2つめのExcЫファイルを作成してご日B戯ください。
Or☆ Iマークの付いた項目は公と予定です。(ただt´、「B工入製品情

“

及び
=平

価 Iは、介博ッフトのみ公嚢されます.〕

OB-0「導入価格Jこついては、1つ (1単位)あたりの価格をご記入ください。なお、月額制の場合は1年分を記載ください(初期費用等も含む)。 補助額にかかわらず実費用顔をご記入ください。
OB-6「導入価格」、B― ,「導入福敷Jこついて、介慶ソフト等の場合で、導入台数にかかわらず費用が一枠の場合は、B―Ыこは全体の金額を記入し、B-7は「1武 Jと記入ください。
OB-8「介痙ソフトを使用している賠末Jについては、当蟄介護ツフトを使用している端末に「O」をつけてください。と担L』出胆ェ

“

畳』広慶墜重菫Ш霊日WuttШ■口達嵐塑L劇口虹艶範田盟圏臣エヨ主口班ヒ迎止■醐虚⊇比重q翌空二

紹 銘岳響露 劉 と締 編 紹 辮 隅 隅 薪 肝緒 風肝 承織 鷺呈写戦 譴 盟 里魂 昆鋲昇諭 踏 鳳 詫 笑習 冊 認 禦 隅 鞘F紀規 入ンダ十 力うにご確盟のうえご回窓た部予♪



(別紙様式 1:記入例 )

A事 黒所のと本情a
☆1法人名

☆ 3

☆Sサービス種別

☆ 6

をご配麟ください。

C導入効果
l ICT導入により問接業務 (※ )の時間が短籠されたか。 I     燿編された     |
(※ )移動や喜四の

“

入など、直様ケアにあたらない宗務をいいます。

(※ )の■を削減することができたか。

5 1CT導入により、事業所外との情報連携が円滑になつたか。 I    用清になつた    I

7 1CT導入により、請求時の転寵誤り等の単純な誤りが減少したか。 I     減少した   __1

令和元年農  ICT導 入支撮事業 導入輿嶺猥告書

=====「 その他Jの増合の具体的なサービス種房1====⇒

☆7磯員敷

☆ 2

1    5    1名
深4動換

“

方法で付

“

した人敬をご寵載ください。ただし、防目栞サービスにおいて、利用者宅を訪問

'事
宋所に戻らない■員は動務購蘭数にかかわらザ「,Jと して計算してくだきい。

(直様処遇H員のみならず、宗務上 ICT構尋t活用しうるとてのををカウントしてくだきい。)

2 1CT導入により1人あたりの間接栞務の時間は何分削減されたか。           1か 月あたり 1  60 1分
(※ )0-1同様に、お動や書菫の

“

入など、直猿ケアにあたらない卓務をいいます。
(※ 1人あたりの平均)

1  6日 以上～7∬宋消  I(※ 1事業所あたり かヽ月の平均)4 1CT導入により、どのくらいのケア

“

億等の書賦 (※ )を肖J減できたか。
(※ )0-3同様に、サービス提供BE保 、アセスメント構暴やモニタリングに日する記録等、事宗所おt作成 ,保とする,僚をいい

=す
。

(H員門)の情報共有が円滑になつたか。

8 :CT導入により、直接ケアにあたる時間が増加したか。 I    増加した    I

☆6導入内害 (介慶ソフトの機能) ☆B介霞ソフトを使用している端末No ☆1製品種別 ☆2ベ ンダー名
(メ ーカー名)

☆0製品名 ☆■導入

形態

その他

☆6導入価格 ☆7導入個敦

①
lにω

☆ (合計金額)

※白駒計算 ノートP〔 その他

☆9本製品を選んだ理由や使つてみての感憩

介Eツフト 株
=会
社日日 ロロ介農 購入 0 0 0 ¥15α000 貧 ViSOm 0 0 0 0

タフレット ◇◇株式会社 タブレット●● 購入 台 単5αm

0その他 :CT導入による 課題

D要件の対廊状況
卜1配ほから請求までが一気通貫となつているか。 I  ―気通貫とおょつている  I 2-1 し、活用 しているか。

1セ ー気通貫となっていない理由

歩2標準仕様を活用している増台、活用した感憩

2-3標準仕様を活用していない場合、活用しない理由

<作成上の注意 >
0青 色セルについては、セルを選

'沢
した瞭に表示される「▽」ボタンのリストから、あてはまるものを1つ選択してください。榊予也セルについては、回答を直接ご召己入ください。灰色になつたセルについてはEE入不要です。

(B「導入製品情報及び評価」のうち、B→「導入内暮」、B― B「使用している増末」は、製品が「介護ツフト」の場合のみご記入ください。)

0槙 敏サービス祖を一体的に運営している場合、日々のサービス種に区分してください。併設されているサービス積等、相数の事業所門でICT機器を共用している場合は、和l用案娘等に応じて適宜按分してください。
O集 計の喜合上、セルの結合や列の掃入は,わないてください。Bて行が不足する場合 (11概頌以上の機器を導入した場合)には、2つめのExcoIファイルを作成してご日B載ください。
Or÷ :マーウの特いナ‐遍自は公差予

'で
十_(ナ‐rLヽ rB道入●J品情歯憂ポ解描 11■ 介博ッフトのみ公れ占九

=十 ^】
09-6「導入価格Jこついては、1つ (1単位)あたりの価格をご召e入ください。なお、月領制の場合は1年分を記載ください(初期費用等も含む)。 補助額にかかわらず実費用額をご記入ください。
OB-6「導入価格」、B-7「導入日敷Jについて、介腹ソフト等の場合で、導入台数にかかわらず費用が一常の増合は、B菊には全体の金額を記入し、B-7は「1黄」と日E入ください。
OB-8「介捜ツフトを使用している端末J=ついては、当散介腹ソフトを使用している端末に「OJをつけてください。
ODの 歩1～ 2-0の「標準仕様Jとは、「「居宅介慶支援事業所と肪問弁護などのサービス提供事祟所門における情報連携の標準仕様JについてJ(令和元年5月 22日を振発0522第 1号厚生労働省老健局振興課長通知)の別紙標準仕様のことをいいます。
本項目については、居宅介観支授事宗所及び訪間介嵐事業所等 (居宅介置支援事業所の介霞支援専門員が作成する居宅サービス計画にとづきサービスを提供するものに限る)の場合にご記入ください。(導入しているか不明な場合には、介慶ソフトのベンダー (メーカー)にご確理のうえご回答ください。)

ただし、防田介H事常所がシステムを導入しておらず、

“

単世停時活用してくれなかつた壻合にはEとしなければならず、手間であつた。
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CT導入丈損事業 輿僚領告様黄 (1:道府県作来月)

尊入内喜 (B‐1,「ユ介康ンフトJを選択した

的

S介康ソフトを蕉用 している増末 (B‐ 1で「1介霞ツクト」

を選択したる合 )去人名 事黎所名
事業所所在

“

重,県

事卓所所在市

区町村
サービスと別

偕」の場合のR
体的なサービス

也房〕

,l用機
n員弦

凶品は房J
ベンター名

(メ ーカー名,
繋品名 “

入形態

(購入

ワース)
罷無業務 苗求奮務 その他

学入価格 (1

単位あたり) (獣 )

導入個瞭

(単位)
(合計登麒)

※各事業所のご担当者様ヘ

本シートは各都道府県のご担当者様が集計作業に利用するシートですので、絶対に編集をしないようにお願いいたします。

※各都道府県のご担当者様ヘ

別紙様式 1の内容が本シートにコピーされていますので、記載のある行を選択してコピーし、

とりまとめ用の別紙様式 2に 「値形式」で貼り付けをして、全事業所分を1枚の別紙様式 2に集約いただきますようお願いいたします。
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月喝眠3

介護事業所に対する業務改善支援事業実施要綱

1 事業の目的
厚生労働省では、介護サービス事業所が抱える業務課題の抽出やその解決

(職場環境の改善、業務内容と役割分担の明確化、介護ロボットや ICTの

活用等による職員の負担軽減等)に向けたプロセスを整理し、事業所自らが

生産性向上に取り組むことができるよう平成 30年度に生産性向上ガイ ドライ

ン (以下「ガイ ドライン」という。)を作成した。

また、平成30年度にとりまとめた介護現場革新会議の基本方針 (①介護現

場における業務の洗い出し、仕分け、②元気高齢者の活躍、③ロボットロセ

ンサー日ICTの活用、④介護業界のイメージ改善等)を踏まえた取組をモ
デル的に普及するため、令和元年度において、自治体を単位とするパイロッ

ト事業を実施したほか、各地域における介護現場の課題を解決するための参

考となるよう自治体向けの手引きを作成した。

本事業では、①介護事業所の生産性向上に向けた取組の支援 (以下「業務

改善支援」という。)を行い、②取組の成果を多様な改善モデルとして都道府

県で集約し、「見える化」による横展開を行うことで、地域における好循環を

生み出しながら生産性向上の取組を面的に推進する。併せて、このような取

組が、2025年や2040年を見据えた持続可能な介護サービス提供体制の確保

や限られた地域資源の効果的日効率的な活用に資することを目的とする。

2 第二者による生産性向上の取組の支援

(1)対象事業所

介護事業所 (介護保険法に基づく全サービスを対象とする)であつて、地域

全体における生産性向上に向けた取組の拡大にも資するものとして都道府県

又は市町村が認めるもの

(2)対象となる事業内容

ガイ ドラインに基づき、職場環境の改善等に係る支援について知識 日経験を

有する第二者 (※ 1)(以下「業務改善支援事業者」という)が、本事業の対

象となる介護事業所において、①事前評価 (課題抽出)、 ②業務改善に係る助

言 B指導等、③事後評価等の支援を行う。なお、少なくとも上記①～③を踏ま

えた実地による個別支援を3回以上は実施する。(電話や電子メール等による

支援は随時実施)
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※ 1 本事業の実施や個別の契約がなければ、本事業を実施する介護事業所に
対して業務改善支援を行う立場になりえない事業者であること。

※2 本事業を実施する事業所は、業務改善支援事業者の支援を受けながら、
事前評価 (課題抽出)を踏まえた「業務改善計画」及び事業実施後の「事

後評価書」を作成すること。

「業務改善計画」には、ア 抽出された課題、イ 達成すべき目標、
ウ 期待される効果、エ ロ標達成に向けたプロセス等を記載すること。
また、「事後評価書」には、
日 量的な効率化につながつた事項 (残業時間や文書量の縮減等により
職員の負担軽減やミスの防止につながるもの等)
ロ サービスや業務の質の向上につながつた事項 (利用者とのコミュニ

ケーションの時間、アセスメントの時間、他職種連携などによる情報

共有のための時間及び研修参加など人材育成に係る時間の確保等)

などを記載すること。

(3)補助額

1事業所あたり対象経費の 1/2以内 (上限30万円)

(4)市町村の意見書

① 市町村が指定権者である介護事業所は、都道府県に本事業の申請を行う
際、以下の観点から、本事業を実施する必要があることについて、事前に

市町村に別紙様式①により意見書の提出を求めること。
日 総労働時間や超過勤務が多い等の人材不足に関連した課題 (人員配置、
業務プロセス等を含む)を解決することが急務である事業所
日 早急に業務改善に向けた支援が必要であると事業者団体から推薦があ
り、団体を通じた取組の横展開が期待できる事業所 など

② 市町村は、上記①による意見書の提出を求められた場合、当該介護事業所
を本事業の対象とすることについての意見を別紙様式②に記載すること。

③ 介護事業所は、上記②の市町村の意見書を都道府県が定める申請書類に添
付すること。

※ 都道府県が指定権者である介護事業所については、市町村の意見書は不
要であるが、都道府県における基金事業採択の審査において、上記①と同

様の視点により、本事業の対象とすることについて検討すること。
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(5)都道府県による取組成果の横展開

① 介護事業所は、事業終了後、下記の内容を都道府県に報告すること。
日 上記 (2)で作成する「業務改善計画」及び「事後評価書」
日 その他、取組の成果が把握できる事項 (利用者の満足度、収支の状況、

取組の感想と残された課題など)

② 都道府県は上記①の報告を踏まえ、事業の取組成果を取りまとめ、地域
の介護事業所の取組に活用できるようホームページ等で公表するととも

に、介護サービス事業所 (者)を対象とした各種研修会や事業者団体等と

連携した取組の横展開を行うこと。

なお、公表の際は、支援にあたつた業務改善支援事業者も公表すること。

3 介護現場革新会議に係る支援

(1)対象となる事業内容

① 介護現場革新会議の開催
都道府県又は市町村 (以下「都道府県等」という。)において、管内の

介護関係団体や有識者等と「介護現場革新会議」(※ 1)を開催し、介護

サービスの質の確保日向上、介護人材の定着 B確保等、地域における介

護現場の課題に即した対応方針 (※ 2)を策定する。
※1 開催にあたつては、以下に留意すること。
日 既存の会議体を活用することが可能であること。
日 会議の構成委員の選定にあたつては、介護関係者のみでなく、

医療関係者、雇用関係者や学校関係者、大学等の学術機関等、

地域の課題への解決に応じた幅広い関係者の選定に努めること。
E 会議の開催は、年度1回ではなく複数回開催することとし、
当該会議において、定期的に下記②の進捗状況や取組成果を共有

すること。

※2 対応方針の策定に当たつては、平成30年度に厚生労働省において
開催した「介護現場革新会議」の基本方針に沿つて策定すること。

また、厚生労働省において開催した「第4回介護現場革新会議」

(令和元年6月 6日 )のパイロット事業実施自治体の発表資料を参考

にすること。

② 対応方針に基づき実施する事業
上記①において作成した対応方針に基づき、以下に掲げる事業を実施

する。
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ア 地域のモデル施設の育成
都道府県等が開催する介護現場革新会議 (以下「都道府県等介護現

場革新会議」という。)において、業務改善に取組むモデル施設

(※ 3)(以下「地域のモデル施設」という。)を選定し、その取組に必
要な支援を実施する。

イ 介護業界のイメージ改善
中高生等に対する介護職の魅力発信等による新規介護人材の確保

や、介護職員の永年勤続表彰等の介護人材の定着支援を実施ずる。

ウ その他
介護助手の活用支援や外国人人材の活用など、業務改善や人材確保

に資ずる支援を実施する。

※3 地域のモデル施設は、 2(2)に準じて「業務改善計画」及び「事
後評価書」を作成すること。

(2)補助額

① 都道府県等介護現場革新会議の開催に伴う必要な経費
会場借り上げ費用及び委員の旅費日謝金を対象とする。

② 対応方針に基づき実施する事業に伴う必要な経費
ア 地域のモデル施設の育成
地域のモデル施設を育成するための経費として、1事業所あたり

対象経費の1/2以内 (上限500万円)を補助。
(対象経費)
日業務コンサルタントの活用に要する経費

・介護ロボット及び ICTの導入に要する経費

(対象となる介護ロボット及び ICTについては、原則として、介

護ロボット導入支援事業及び ICT導入支援事業の対象範囲を準用

するが、これによりがたい場合は厚生労働省に協議すること。)
日その他業務改善に必要と認められる経費

イ 介護業界のイメージ改善及びその他に関する事業を実施するための
必要な経費

会場設営費や有識者への旅費日謝金等、介護業界のイメージ改善及

びその他に関する事業を実施するために必要な経費を対象とする。
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(3)都道府県等による取組成果の横展開

地域のモデル施設は、事業終了後、上記 (1)の 「業務改善計画」及び

「事後評価書」を都道府県等に報告すること。

都道府県等は事業の成果を取りまとめ、地域の介護事業所の取組に活用で

きるようホームページ等で公表するとともに、介護サービス事業所 (者 )

を対象とした各種研修会や事業者団体等と連携した取組の横展開を行うこ

と。

また、介護業界のイメージ改善及びその他に関ずる事業の取組成果につ

いても、上記と同様に横展開を行うこと。

(4)地域のモデル施設による横展開

地域のモデル施設は、業務効率化に取組む地域の先進モデルとして、業

務に支障がない範囲で、他の介護事業所等からの見学受入れや他の介護事

業所に対して業務改善に関する助言等を実施すること。

(5)その他

本事業の実施にあたつては、令和元年度に実施したパイロット事業の取

組成果をまとめた「自治体向け手引き」を参考にすること。

また、他の補助金等を受けて導入する機器及び他の補助金等を活用する

事業については、本事業における補助の対象とはならないことに留意する

とともに、必要に応じて重複を防止するための確認を行うなど、適正な事

務処理に努めること。
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別紙様式①

(介護事業所→市町村)

〇年Ott O日

(文書番号 )

OO市 (町村)OO課
(法人名又は事業所名)

(代表者名)

介護サービス事業所に対する業務改善支援事業実施に係る

市町村の意見について (依頼 )

「地域医療介護総合確保基金 (介護従事者の確保に関する事業)における、
「管理者等に対する雇用管理改善方策普及 日促進事業」の実施について」 (平

成 31年Ott O日 厚生労働省老健局総務課長、高齢者支援課長、振興課長連名

通知)の別紙 3の 5(1)に 基づき、下記 1の介護サービス事業所 日施設にお
ける業務改善支援事業の実施に必要であるため、貴市 (町村)の意見をお伺い

する。

1 当該事業の実施を希望する介護サービス事業所・施設の名称及び所在地等
① 法人名
② 事業所日施設の名称
③ サービス種別
④ 所在地

2 当該事業の実施が必要な理由

記
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別紙様式②

(市町村→介護事業所)

〇年Ott O日

(文書番号 )

(法人名又は事業所名)

(代表者名)殿
OO市 (町村)OO課

介護サービス事業所に対する業務改善支援事業実施に係る意見

〇年〇月0日付 (文書番号)により依頼のあつた下記 1の介護サービス事業

所 B施設に係る「介護サービスに対ずる業務改善支援事業」の実施についての

当市 (町村)の意見は、下記 2のとおりであるので通知する。

1 介護サービス事業所口施設の名称及び所在地等
① 法人名
② 事業所日施設の名称
③ サービス種別
④ 所在地

記

2 意見
1

2

3

4

(該当する番号にOを付ける)
総労働時間や超過勤務が多い等の人材不足に関連した課題 (人員配

置、業務プロセス等を含む)を解決することが急務である事業所と
認められる

早急に業務改善に向けた支援が必要であると事業者団体から推薦が

あり、団体を通じた取組の横展開が期待できる事業所と認められる

上記 1、 2に該当しないが、本事業の実施事業所として適当と認め
られる

上記 1か ら3に該当しない

※「3Jの場合に適当と認められる理由



一
〓 ■

既定

○ 介護ロボットの普及に向
ロボットの導入支援を実施

けては、各都道府県に設置占れる地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等に対する介護
しており、令和 2年度に支援内容を拡大したところ。

目 上限 150万 円

O

補ロカ上限台数

(1事業所あたり)

事業主負担

こうした中、新型コロナウィルス感染症の発生によって職員体制の縮小や感染症対策への業務負荷が増えている現状を
踏まえ、更なる職員の負担軽減や業務効率化を図る必要があることから、以下の更なる拡充を行う。
①介護ロボットの導入柄動額の引上げ (移乗支援及び入浴支援に限り、 1機器あたり上限■00万円)

③ l事業所に対する補励台数の制限 (利用者定員の 2割まで)の撒廃
④事業主負担を ■/2負担から都道府県の裁量で設定できるように見直し (事業主負担は設定することを条件 )

上限 30万円 上限 30万円

※令和 5年度までの実施

利用定員 1割まで

対象経費の 1/2

嗽躍穏
対象経費の 1/2

令和元年度

必要台数
(制限の撤廃)

都道府県の裁量により設定

玉豊担窒壁理室することを条件〕

上限 30万円

上限 100万 円

上限 750万 円

O移乗支援
(装着型・非装B型〕
O入浴支援
上記以外

令和 2年度 (補正予算 )

介護ロボット導入

補助額

(1機器あたり)

見守リセンサーの導入
に伴う通信環境整備
(Wi―同工事、インカム )
(1事業所あたり)

更
な
る
拡
充

>移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援などで利用
する介護ロボットが対象

○装を型パワーアシス トo非装種型離床アシス ト○入浴アシストキャリー○見守リセンサー
(移乗支援)     (移 乗支援)     (入 浴支援)    (見 守り)
|■1踊

対象となる介護ロボット

郡 道 府 県 昼 金

(負担田合 :国 2/3、
都■道府E1/Rれ

サ ー

鰍
>負担軽減

介護ロボッ
導入計画

介護ロボット
導入支援

事業の流れ

>実 施都道府県数 :46都道府県
(令和元年度 )

>都 道府県が認めた介護施設等の
導入計画件数

H27 H28 H29 H30 Rl
58 364 505 生′153 1′ 645

(注)令和元年度の数値はR2.1月 時点の暫定値
※ 1施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

実績 (参考)



参 考 資 料

既定経費対応
介護事業所における ICT導入の加速化支援

○ 介護現場の ICT化に向けては、令和元年度より、各都道府県に設置されている地域医療介護総合確保基金を活用した導入支援を
実施しており、令和 2年度には、補助上限額の拡充等を行つたところ。
O 今般の新型コロナウイルス感染症の発生により、感染症予防のための取組等が求められるなど、職員の業務負荷が増えている現状
を踏まえ、業務負担の軽減や業務効率化を図るため、更なる拡充を行う。

<拡充内容>
① 補動上限額の更なる引き上げ (事業所規模に応して100万円～260万円)
② 補助対象となる機器の拡充 (wi-0購入 。設置費)
③ 補助対象となる介護ソフトの拡充 (業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成等の介護ソフト購入も対象とする)

令和元年度 令和 2年度 (当初予賞)

事業所規模に応して補助上限額を設定

職員 1人～10人  ■00万円
職員11人～20人  ■60万円
職員21人～30人  200万円
職員31人～   260万 円

目

同左

令和 2年度 (補正予算)

上限額
30万円

補助率 1/2

介護ソフト、

補助  スマー トフォン、
対象   タプレット

等

事業所規模に応して補助上限額を設定
職員 1人～10人  50万円
職員11人～20人  80万円
職員21人～30人  100万円
職員31人～   130万 円

都道府県の裁量により設定
(事業者負担は入れる事を条件とする)

囲
補助

擁目
更
な
る
拡
充

同左




